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背景と目的 

近年新興国企業の成長が著しく、新興国発のプロダクトイノベーションの事例が報

告されている  (Seyfang & Smith, 2007; Govindarajan, Immert, & Trimble, 2009; 
Zeschky, Widenmayer, & Gassmann, 2011; Radjou, Prabhu, & Ahuja, 2012)。特に、
Govindarajan, Immert, and Trimble（2009）は、GEヘルスケアがインドで開発した 1000
ドルのハンディタイプの心電図と、中国で開発した 15000 ドルの超音波診断装置が最
終的にアメリカで発売されるようになった現象に着目し、従来の先進国から新興国へ

と波及するイノベーション（赤松, 1956）と逆行しているとして「リバースイノベー
ション」と名付けた。先進国市場における「コストのかかる高い技術」を使用した製品で

はなく、「低価格」・「小型化」が求められ、その試みを新興国現地での白紙の状態から

の開発によって実現することで、結果として先進国市場へも「逆流」すると説明している。 
対照的に、日本のプロダクトイノベーションは戦後世界から脚光を浴びてきたものの

（Song & Parry, 1997; 伊丹・宮本・加護野・米倉, 1998）、その製品が過剰な性能・品質
であるため日本国内に普及が限られるだけでなく、国際市場から乖離して独自の進化

を果たした競争力のない製品となってしまう「ガラパゴス化現象」が起こっている (宮崎, 
2008)。また、Christensen and Bower（1996）が「イノベーションのジレンマ」と呼
び、優良企業が、従来の大手顧客の声ばかりに耳を傾け、性能向上のみに特化す

る既存技術の延長ばかりを行っていると、いずれ、安価で特定の性能に絞ること

で新規顧客の要望を満たした破壊的技術を用いた新興企業の製品に市場シェア

を取って代わられてしまうという現象が日本でも確認されている（玉田, 2015）。
これらの主張は、日本の人口減少により、日本の製造業者がターゲットとする市場規

模が縮小していくという懸念に加え、海外の製造業者が日本の市場で求められている

最低限の性能・品質を満たし低価格の製品を開発した場合、市場を奪われる危険性

に脅かされていることを意味している。さらに、米倉・延岡・青島（2010）により、
日本企業は高いものづくり能力を有しているのも関わらず、経済価値（付加価値）

に変換する能力が欠けていることが指摘されている。豊富な資金があり、高い技

術開発能力を保有する先進国の中でも、特に日本では「技術重視」の新製品開発

が行われ、その結果日本の製造業が世界的なプロダクトイノベーションを実現

できないことが危惧されている。 
このような背景から、イノベーションプロセスの中でも、本研究では製品開発

の成功を左右すると言われているアイデア創造(Cooper & Kleinschmidt, 1995)に着目
し、日本のプロダクトイノベーションのアイデア創造における課題および解決策を探索

することを目的とする。 
 
研究全体のテーマと構成 

本研究は 3部で構成される。本研究では新興国との比較を通じて個人レベルで



の日本のアイデア創造の特徴および課題を明らかにした上で、日本企業に対す

る調査を通じて組織的なレベルでの解決策を探索する。本研究の、第 1部「日本
と新興国のアイデア創造比較実験」では、個人レベルのアイデア創造における日

本の課題を、第 2 部「職種別の潜在ニーズに基づくイノベーションに対する意
欲調査」では、その課題を解決する組織内の主体を提示した。また、その主体や

アイデア創造手法を、組織としてどのように活用すればよいかについて議論を

行った。そして、第 3部で「本研究全体のまとめ」を行い、本研究の発見と理論
的貢献について述べた。以下、第 1部、第 2部、第 3部の概要を説明する。 
 
第 1部 国別における個人レベルでのアイデア創造比較実験 

1-1. 中心課題 

第 1 部では、まず、新興国のイノベーションの特徴に関する先行研究および
日本のプロダクトイノベーションにおける技術志向に関する先行研究のレビュ

ーを行い、「日本と新興国ではアイデア創造で違いが見られるのではないか？」、

「日本と他の先進国ではアイデア創造で違いが見られるのではないか？」とい

う二つの中心課題を設定した。その上で、Fuzzy Front End（FFE）と言われるア
イデア創造に関連する一連の先行研究のレビューを行ったところ、FFE 理論は
組織レベルの研究を主流としており、国の違いを考慮していないものがほとん

どであり、国ごとの違いが個人レベルのアイデア創造に影響するのかどうかに

ついては着目されてこなかったことがわかった。また、いくつかの国別の比較研

究が存在するものの、これらは文化的側面の違いに焦点をあてた研究であり、経

済的な違いに着目したアイデア創造の違いに関する研究は存在しなかった。リ

バースイノベーション（Govindarajan, Immert, & Trimble, 2009）をはじめとした、
新興国発のイノベーションの事例およびそのイノベーションの実現には現地の

人の関与が鍵をなる現実を踏まえると、先進国と新興国という経済的側面の異

なる環境において、個人レベルでのアイデア創造の段階で何らかの違いが発生

しているものと考えられた。しかしながら、既存の理論では説明することができ

ない状況であることがわかった。そこで、日本のアイデア創造の特徴を明らかに

するため、探索型実験調査を行った。 
 
1-2. 調査手法 

個人によるアイデア作成とグループのアイデア選抜の二段階で構成した

（Burgelman,1983; Cooper & Kleinschmidt, 1986）、企業におけるアイデア創造のプ
ロセスを再現したワークショップ形式の実験を実施した。日本、新興国（インド

ネシア、マレーシア、タイ）、スウェーデンの計 5か国の大学院生を対象とした。
まず、個人によって「未来のビジネスバッグ」という題目で、アイデア作成が行



われた。次に、各国の専門家によってアイデア一つ一つに対する評価が行われた。

最後に、3 回のグループディスカッションを通してアイデアの選抜が行われた。
そして、日本と新興国（インドネシア、マレーシア、タイ）を比較し、次に、日

本と、同じ先進国であるスウェーデンとの比較をして、日本のアイデア創造にお

ける特徴の探索を行った。専門家によるアイデアの評価の得点を用いたアイデ

アの中身に関する特徴の分析と、ワークショップ中に回答されたアンケートを

用いたアイデアの作成時・選抜時の心境の分析を行った。さらに、明らかになっ

た違いに対して、その背景に迫るために、実験参加者 5名に対し、半構造化イン
タビューを実施した。 

 
1-3. 日本のアイデア創造における 2つの課題 

日本のアイデア創造における主な課題が 2 つ明らかとなった。第 1 に、日本
のアイデア作成では、新規性・独自性はスウェーデンとも同程度の高さでありな

がら、他の国では提案されないような新技術を使った投資リスクの高いアイデ

アが作成されるという課題である。インタビュー結果から、その理由が、

Csikszentmihalyi（1996）の創造性のシステムモデル理論で説明されることがわか
った。日本においては、他の先進国よりも、技術的強みを持つ新製品がイノベー

ションとして評価される場であるが故に、個人レベルでのアイデア創造の段階

で、ドローンやロボット、全自動化などの次世代技術の使用が第一目的となり、

後付け的にニーズを考えるアイデア作成が行われるという構造が存在すること

が示唆された。一方で、同じ先進国であるスウェーデンでは、新技術を使った製

品自体の価値がわからない、あるいは現段階では価値がないと判断される場で

あるため、新技術を用いた投資リスクの高いアイデアは作成されにくいと考え

られる。代わりに、スウェーデンでは新技術だけでなくニーズが重視される文化

があるため、日本と比べて、個人レベルでのニーズの反映度合や着眼点、商品か

ら得られる利益の高いアイデア作成が行われているものと思われる。 
第 2 に、アイデア作成時・選抜時にアイデアに対して絶対的な自信を持つこ
とが難しいという課題が明らかとなった。まず、アイデア作成時には、日本では

個人が投資リスクの高いアイデアを考えるために、不確実性の高いアイデア自

体に自信を持てなかったという可能性が考えられる。そして、アイデア選抜時に

絶対的な自信を持てないという結果が、先進国共通の特徴として現れた。先進国

では、新興国と比較すると、今すぐに必要とする製品が少なく、新規性・独自性

が高いアイデアが作成され、相対的な比較を通じて判断していくため、最初の選

抜の段階で自信を持てないという理由が示唆された。 
 



1-4. 理論的貢献 

 第 1部の理論的貢献は 3つある。第 1に、国別の違いが個人レベルのアイデア
創造へと影響を与えることを示した点である。第 2 に、国の文化的側面だけで
なく、経済発展度合の違いが、個人レベルのアイデア創造へ影響するということ

を明らかにした点である。先述の通り、アイデア創造における FFE 理論の既存
研究では、企業レベルでの成功要因の研究が中心で、国別比較の研究が少数なが

ら行われているものの、国別の文化的側面の違いが企業レベルのアイデア創造

の違いに影響していることを示したものに限定されていた。第 1 部を通じて、
資源および財政に限りのある新興国という環境に属する個人によって作成され

るアイデアは、新規性・独自性が低くなるという違いが存在したことが明らかと

なり、前述の二つの理論的貢献を果たしたと考える。そして、同じ先進国の中で

も、日本のように技術を重視した投資リスクの高いアイデアを作成する場合と、

スウェーデンのようなニーズを重視したアイデアを作成する場合に分かれるこ

とを明らかにしたことで、国別の違いがどのように個人へ影響するのかを具体

的に示した点が第 3の貢献である。 
 

第 2部 職種別の潜在ニーズに基づくイノベーションに対する意欲調査 

2-1. 中心課題 

第 2 部では、第 1 部で示された 2 つの課題のうち、アイデア作成時にニーズ
の検討が不十分になる点に着目し、日本の組織内での解決策の探索を行った。組

織レベルでの解決策として、未来洞察手法およびデザイン思考といった、潜在ニ

ーズを汲み取るための手法の活用がまず考えられた。しかし、顕在ニーズと比較

して、潜在ニーズを捉えた新製品は、市場へ受け入れられるかどうかがわかりに

くいため、一部の職種からは敬遠されることが、先行研究から伺えた。そのよう

な背景から、「職種毎で潜在的ニーズを満たすアイデア創造への積極性が異なる

のか？」という中心課題を導き、職種別の比較探索調査を実施した。 
 

2-2. 調査手法 

中心課題に対する調査方法として、潜在ニーズを対象とするアイデア創造手

法を使用した際の心境を職種別に比較するという手段をとることとした。どの

手法を使用した感想を調査に用いるか吟味する過程で、潜在ニーズを対象とす

るアイデア創造手法として代表的な手法である、未来洞察手法とデザイン思考

の特徴を議論した。その際、Ansoff（1975）の製品開発市場のフレームワークに
潜在ニーズと顕在ニーズという軸を加えた理論的フレームワークを作成し、既

存のイノベーションの概念と照らし合わせ、二つの手法が対象とするイノベー

ションの領域を示した。そして、SBFMは最も難しい潜在ニーズを満たす新製品



を生み出すためのアイデア創造の手法であり、デザイン思考と比較して、すべて

の職種にとって新規性のある手法であることが明白になったため、未来洞察手

法を用いた新規事業開発ワークショップに参加した日本企業の従業員に対して

質問紙による意識・行動調査とインタビュー調査を行った。技術系、企画（マー

ケティング）系、研究系、デザイン系の 4 つの職種を対象とし、未来洞察

手法のメリットおよびデメリットを問う質問、どのような場面や相手に対して

の説得・説明資料にしやすいかを問う質問の 2 つの質問に対し、自由回答方式
で回答を集めた。そして、回答のコーディングを行い、4つの職種の比較を探索
的に行った。さらに、明らかになった違いに対して、その背景に迫るために、ワ

ークショップ参加者 8名に対し、半構造化インタビュー調査を実施した。 
 

2-3. 日本のアイデア創造における解決策 

まず、技術系・企画（マーケティング）系の職種を「短期的新製品開発」グル

ープ、研究系・デザイン系という職種を「長期的新製品開発」グループ、の二つ

のグループに分けることができることがわかった。技術系・企画（マーケティン

グ）系は、新商品開発に対して、既存顧客向けの潜在ニーズを満たす製品を開発

することを期待し、未来のニーズを満たす、あるいは満たすかどうかわからない

リスクの高い製品を開発することは望んでいなかった。一方で、研究系・デザイ

ン系の職種は革新的イノベーションの実現を新製品開発に期待しており、潜在

ニーズを予測したり、今後想定される新規顧客に対するアプローチを検討した

りすることに意欲的であった。そして、新製品アイデア創造に対する期待が異な

る違いの背景には、その職種の役割が影響しているとみられ、新製品開発ステー

ジの上流に位置する職種ほど、より潜在ニーズを汲み取るアイデア創造手法の

利用に意欲的であることがわかった。さらに、デザイン系の職種は、他の 3つの
職種と比較して、潜在ニーズを考慮したアイデアを他人と共有し、広めたいとい

う願望を持つことがわかった。この結果を受けて、組織内では、デザイン系の職

種の人たちが、ニーズの探索に積極的であるという特徴がより明確化された。そ

のため、アイデア作成で技術に新規性を求める日本のプロダクトイノベーショ

ンの課題を解決するためには、アイデア創造段階からデザイン系の参加が鍵と

なると結論付けた。 
 
2-4. 理論的貢献 

第 2部の理論的貢献は 3つある。第 1に、Ansoff（1975）の製品開発市場のフ
レームワークを拡張させ、潜在ニーズ・顕在ニーズという切り口を用いて、イノ

ベーションのタイプやアイデア創造の手法をマッピングできるフレームワーク

「アイデア手法のマップ」を提示した点である。これまでの現象および既存研究



から、潜在ニーズの重要性が主張されていたものの、その観点でイノベーション

の領域を説明するための理論的フレームワークが存在していなかった。第 2に、
同じ潜在ニーズを満たすアイデア創造手法である未来洞察手法とデザイン思考

の比較を行い、手法の特徴を示した点である。同じ潜在ニーズを満たすアイデア

創造手法でありながら、これまでこの二つの手法の比較が行われた研究はなか

った。第 3 に、新製品開発ステージの下流に位置する職種である技術系・企画
（マーケティング）系の職種はアイデア創造の段階で短期的新製品開発を期待

する傾向があり、それに対して上流に位置する職種である研究系・デザイン系の

職種はアイデア創造の段階で長期的新製品開発を期待する傾向が出ることを示

したことで、新製品開発ステージのどこに位置する職種に属しているかが、潜在

ニーズを汲み取るアイデア創造手法に意欲的であるか否かという態度に影響す

ることを示した点である。 
 

2-5. 補足の議論 

 デザイナーの活用の他の手段として、第 2 部の最初に立ち戻り、未来洞察手
法やデザイン思考などの潜在ニーズを対象としたアイデア創造手法の継続的活

用も解決策になり得るのではないかと考えた。特に、デザイナーがニーズの探索

の担い手であるという結果から、デザイナーの思考方法を体系化したアイデア

創造手法であるデザイン思考を継続的に活用すると同じような効果が得られる

のかどうかを明らかにする必要性が出てきた。そこで、先進的なデザイン思考教

育を行うスタンフォード大学 d.school での取り組みの実態やこれまでのプロジ
ェクトで作成されたアイデアのデータベースを基に、デザイナーとの比較を通

じて、デザイン思考の特徴について吟味した。すると、組織におけるデザイナー、

デザイン思考の活用は、どちらも潜在ニーズを捉えたアイデア創造を実現する

ための手段と言えるが、潜在ニーズを捉えるアプローチや得られるメリット、デ

メリットが異なるため、組織内で使い分ける必要があることが見えてきた。特に、

デザイン思考を用いることでアイデア創造における自信を構築できるというメ

リットが、第 1 部で明らかとなった日本人がアイデア作成時・選抜時に自信と
持つことが難しいという課題に対する解決策となり得る可能性を提示した。 

 
第 3部 本研究のまとめ 

 第 1部と第 2部の総括を行った。第 1部の結果から、ニーズではなく技術を重
視した、新規性・独自性と同時に投資リスクの高いアイデアが作成され、かつ作

成時・選抜時にアイデア自体に対して自信を持っていない人が多いという、2つ
の主な課題が明らかとなった。そして、第 2部の結果を踏まえ、日本人がニーズ
の探索が不得意であるという 1 つ目の課題に対しては、潜在ニーズを探索する



ことに意欲的なデザイナーの活用を解決策として提示する。また、2つ目の課題
に対しては、潜在ニーズを捉えるアイデア創造手法をトレーニングとして使用

することで、自信を構築するという解決策を提示し、本研究全体の結論とした。 
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